
 

 

 

あいさつ 

 

2018 年 12 月 1 日より開始された 4K8K 衛星放送の視聴可能機器台数は 2,000 万台を超え、堅調

に普及が進んでいます。2023 年の日本プロ野球では、阪神タイガースが関西対決を制し、38 年ぶり

2 度目の日本一に輝き、米大リーグでは、大谷翔平が 10 年 7 億ドル（約 1015 億円）でドジャースに

移籍するなど、球界においては、日本中が大きな盛り上がりを見せました。ご自宅の 4K テレビやイ

ベント会場の 8K 高画質テレビなどで臨場感のある映像をご覧になった方も数多くいらっしゃると思

います。 

 

そのような中、すべての 4K8K 衛星放送番組を視聴するためには、受信システムの伝送帯域を

3.2GHz に対応させる必要があります。ほとんどの新築集合住宅においては、3.2GHz 対応の受信シ

ステムが導入されていますが、既存の集合住宅においては、3.2GHz 対応の受信システムへの改修は

あまり進んでいません。 

 

このような状況を踏まえ、一般社団法人リビングアメニティ協会（ALIA） テレビ共同受信機器委

員会では、既存の集合住宅において、すべての 4K8K 衛星放送番組を視聴できる受信システムに改修

するための課題解決に向けた検討を進めてまいりました。より安価で簡易な施工が可能となるよう

に、システム構成を変更しないで機器の交換のみで受信システムの改修を実現するための方法を検討

し、その有効性を実証試験で確認しました。2023 年 4 月には、有効性が確認された 117dBμV 出力

型ブースタ及び 3.2GHz改修用直列ユニットをBL 優良住宅部品に追加し、既存の集合住宅の 3.2GHz

対応の受信システムへの改修の普及促進に向けて対応いたしました。これらの機器を用いて既存の受

信システムの改修方法とより拡張性のある受信システムへの展開方法を検討し、この度、この貴重な

データをテレビ共同受信システム機器試験報告書としてまとめましたので、ご高覧頂ければ幸いで

す。 

 

また、実証試験やこの報告書の作成に際し、ご指導、ご支援を受け賜りました一般財団法人ベター

リビング様、日本放送協会様、一般財団法人電波技術協会様、一般社団法人日本 CATV 技術協会様な

らびに関係各位に感謝申し上げます。 

 

ALIA テレビ共同受信機器委員会では、長きにわたり安心して使い続けられるインフラを提供する

ため、BL 優良住宅部品の検討を重ね、品質や性能の向上に努め、普及に役に立つことを使命として

活動してまいります。引き続き、皆様からの更なるご指導、ご支援を賜りますようお願い申し上げま

す。 
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1. はじめに 

 2018 年 12 月 1 日より開始された｢4K8K 衛星放送｣を視聴可能なテレビやレコーダの販売台

数は累計 2000 万台を超え、普及は堅調に推移しております。そのような中、ALIA テレビ共同

受信機器委員会では、既存の衛星放送受信システムから 4K8K 衛星放送受信システムへ改修す

るにあたり、受信システム機器の元位置交換を可能にするなどの改修の簡易化を目的に 2023 年

4 月に BL 部品として新たに高出力ブースタが追加された。この 117dBμV 出力型ブースタを

有効活用し、ブースタの使用台数削減への効果を検討した。 

検討にあたっては既に BL 部品として設定のある 113dBμV 出力型ブースタで構築されてい

るシステムに対して、より高出力な 117dBμV 出力型ブースタを用いることで 2022 年度に有

効性を確認したカスケード運用時の出力レベル配分の調整についての机上検討を見直し、それ

らを模擬するシステムを構築して評価した。また、2024 年 3 月末で CS 左旋信号が停波したこ

とに伴い、その後の停波環境においても新たに 3.2GHz 対応受信システムを導入する場合の調

整・確認方法の検討も行った。 

 

2. 概要 

 2.1 調査・試験の目的 

  

2022 年度の試験ではブースタのカスケード運用する際の出力レベル配分の調整を検討し、

システム運用に問題ないことを確認している。また、2023 年 4 月にはテレビ共同受信シス

テム機器として新たに 117dBμV 出力型ブースタが追加された。 

そこで、今年度は新たに追加された 117dBμV 出力型ブースタを使用し、そのブースタを

カスケード運用する際の出力レベル配分を調整することで、従来の 113dBμV 出力型ブース

タを使用した場合と比較して、ブースタの使用台数削減による受信システムの簡素化が可能

か机上での検討とそれに関する試験を実施することとした。 

また、CS 左旋信号の停波環境では、従来の受信システムの調整・確認方法が適用できない

ため、その環境での新たな調整・確認方法の検討も行う。 

具体的な項目は以下のとおりである。 

（１）113dBμV 出力型ブースタを使用している物件におけるレベル・CIN 性能の机上調査 

113dBμV出力型ブースタを用いた実際に存在する物件から３つの設計モデルを調査

対象とし、そのシステムでのレベル・CIN 性能の確認を実施する。その後、住戸内のテ

レビ端子の位置についてはその場所を維持しつつ、新たに追加された 117dBμV 出力型

ブースタへの置き換え、カスケード接続時の出力レベル配分を調整した運用やブースタ

設置場所の移動も含め、ブースタ台数の削減などが可能か机上でのシミュレーションを

行い、レベルや CIN 性能の確認を実施する。 

（２）机上検討したシステムによる実運用試験 

机上にてシミュレーションしたシステムを模擬システムとして再現し、３つのそれぞ

れのシステムにおいて、レベルや CIN 性能が問題ないことを検証する。 

（３）CS 左旋信号の停波環境における受信システムの調整・確認方法の検討 

CS 左旋信号が停波した環境では、最上限周波数の 3.2GHz にある ND23 の電波はな

いため、ND23 の電波を利用した受信システムの調整・確認はできない。そのため、本

検証では停波環境での受信システムの調整・確認方法を検討する。 
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 2.2 カスケード接続時の出力レベル配分を調整した運用について 

  

ブースタをカスケード接続して運用する場合、一般的には下記のように各ブースタで

均一な出力レベルで調整されている。 

 

・2 段カスケード接続の場合： 

1st ブースタ（－3dB）、2nd ブースタ（－3dB） 

・3 段カスケード接続の場合： 

1st ブースタ（－5dB）、2nd ブースタ（－5dB）、3rd ブースタ（－5dB）  

※（ ）内はブースタの定格出力レベルに対する運用時の出力レベル 

 

上記のような運用では、設置場所ごとに出力レベル差をつけたい時の対応が難しいた

め、「2022 年度テレビ共同受信システム機器試験報告書―新 4K8K 衛星放送の受信設備

における運用レベルの調整方法の提案―」では、計算や実験の結果、下記の調整方法が提

案された。 

 

・2 段カスケード接続の場合： 

1st ブースタ（－7dB）、2nd ブースタ（－1dB）もしくは 

1st ブースタ（－1dB）、2nd ブースタ（－7dB） 

・3 段カスケード接続の場合： 

1st ブースタ（－10dB）、2nd ブースタ（－10dB）、3rd ブースタ（－1dB） 

※（ ）内はブースタの定格出力レベルに対する運用時の出力レベル 

 

一般的な調整方法においてレベル調整が難しい場合には、上記のような運用方法でブ

ースタの設置場所ごとにレベル差を設けることで、より柔軟な運用が可能となる。 

 

本報告書では、従来のカスケード接続時の出力レベルを均等に下げる方法を「従来運

用」と示し、カスケード接続時の出力レベルに差をつける方法を「新提案運用」と示すこ

ととする。 

 

 2.3 調査・検討システムについて 

   

本試験では 113dBμV 出力型ブースタを用いて運用されている３つの設計モデルを参

考に調査・検討を行った。図 2.3.1・図 2.3.3・図 2.3.5 に検討したシステムを示す。また、

117dBμV 出力型ブースタをカスケード運用する際の出力レベル配分を調整した３つの

設計モデルを図 2.3.2・図 2.3.4・図 2.3.6 に示す。 

・80 世帯システム（図 2.3.1：従来運用、図 2.3.2：新提案運用） 

・86 世帯システム（図 2.3.3：従来運用、図 2.3.4：新提案運用） 

・133 世帯システム（図 2.3.5：従来運用、図 2.3.6：新提案運用） 

 

    

  


